【別記様式第４－２号】
○○都道府県○○漁業　操業転換方針実証結果報告書


番　　　号
年  月  日

水産庁長官 殿
（事業主体経由）

住　　　　　　　 所
名称及び代表者の氏名
年 月 日付けで認定を受けた○○都道府県○○漁業操業転換方針について、　年 月 日から 年 月 日までの実証結果を、もうかる漁業創設支援事業実施要領（平成２１年４月１日付け２０水管第２９０６号水産庁長官通知） 第１の７－２の（２）のイの規定に基づき報告します。

記

１．認定転換方針名称

２．事業対象漁業種類 

３．実証事業に用いた船舶等
（１）  船名及び総トン数	：
（２）  所有者等氏名	：
（３）  所有者等住所	：

３－２．実証事業を行った漁場等（定置網漁業、養殖業との兼業又は養殖業への転換の場合のみ）
（１）  漁業権の免許番号	：
（２）  免許を受けた者	：
（３）  漁場の位置	：
（４）  免許年月日	：

４．認定転換方針期間
年	月	日から	年	月	日まで
今回の報告の対象期間
年	月	日から	年	月	日まで（  年又は事業期間）





（別紙）

○○地域プロジェクト（漁業種類）
○○都道府県○○漁業　操業転換方針実証結果報告書

事業実施者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　実証期間： 年 月 日～ 年 月 日まで（ 年間）

１．事業の概況
	 


※ 当該実証期間に実施した取組の概要を、認定転換方針及び承認転換計画に記載した事業のコンセプト等を参考に記載すること。

２．実証項目　　　　　
　　　　　　　　　　　　　
３．実証結果
 		
※ 認定転換方針に記載した取組記号ごとに、実証結果を記載すること。

４．収益性向上の目標の達成状況
（単位：水揚量はトン、その他は千円）
	
	目標
（５年目）
	転換
１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	収入 
収入合計
水  揚  量
水　揚  高
その他収入

経費 
経費合計
人　件　費
燃　油　代
漁　具　費
そ　の　他
	
	
	
	
	
	

	利益 
	
	
	
	
	
	

	償却前利益 
	
	
	
	
	
	



＜記入に当たって＞ 
・参加した漁業者の操業パターンごとに収支を記載すること。可能な限り、認定転換方針と同じ出典のデータを用いて記載すること。
・養殖業に係る取組にあっては、収益については生産量及び生産高と置き換えること。

５．目標との差異・その理由
	【収入】


【経費】


【償却前利益】





６．特記事項
	


※	実証事業による地域への波及効果、副次的効果、今後の漁業経営において特筆すべき事項等があれば記載すること。
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